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2026 年 7 月 10 日 

報道関係者各位 

株式会社 FRONTEO 

 

株式会社 FRONTEO（本社：東京都港区、代表取締役社長：守本 正宏、以下「FRONTEO」）は、

自社開発 AI「KIBIT（キビット）」を搭載した経済安全保障対策 AI ソリューション「KIBIT 

Seizu Analysis（キビットセイズアナリシス）」（https://osint.fronteo.com/）に、サプライチェ

ーン・デューデリジェンスを高度化する 2 つの新機能を追加しました。サプライチェーン上のリ

スク変化を定期的に通知するアラート機能と、米国 BIS／OFAC の「50％ルール」該当企業を確

認できるリストです。 

 

（１）リストなき規制にどう対応するか――BIS／OFAC 50％ルールの該当確認を可能に 

国際的な経済制裁・輸出管理の分野では、制裁リスト掲載企業だけでなく、資本関係をたどって

その実効支配下にある企業まで規制対象とする潮流が強まっています。その代表例が米国の

「50％ルール」です。OFAC の 50％ルール*1 では、制裁対象者が単独または複数で、直接・間接

に株式の 50％以上を所有する企業は、制裁リストに掲載されていなくても制裁対象として扱われ

ます。BIS の 50％ルール*2 でも、エンティティリストなどの掲載企業が、単独または複数で直

接・間接に株式の 50％以上を所有する企業が、掲載企業と同様の輸出管理上の規制対象となりま

す。 

これらの該当企業は当局のリストとして公表されないにもかかわらず、企業には該当の有無を自

ら確認する厳格な責任が課されており、リスト照合だけでは果たせない高度なデューデリジェン

スが求められています。BIS 50％ルールは現在凍結中ですが、2026 年 11 月 10 日の再発効が規

則上定められており、企業に残された準備期間はわずかです。OFAC 50％ルールは既に運用中で

あり、対応は待ったなしの状況です。 

FRONTEO、経済安全保障対策 AI ソリューション「KIBIT Seizu Analysis」を

アップデートし、デューデリジェンスを高度化 

～BIS／OFAC 50％ルール対応とサプライチェーンリスクモニタリングの新機能を追加～  

https://osint.fronteo.com/?hsLang=ja&_gl=1*1exm1au*_gcl_au*MjAzNDM4NjQ5LjE3ODExNDUyOTQ.*_ga*MTE3NzU0ODI2Ni4xNzgxMTQ1Mjkx*_ga_8T7E51N0SY*czE3ODM1Nzg2ODQkbzY0JGcxJHQxNzgzNTc4NzQwJGo2JGwwJGgw*_ga_3NE0CCD37G*czE3ODM1Nzg2ODYkbzYyJGcxJHQxNzgzNTc4NzQwJGo2JGwwJGgw
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本機能で新たに搭載したリストは、BIS／OFAC の制裁リストに掲載された企業を起点に、

FRONTEO 独自の株主支配ネットワーク解析技術で資本関係をたどり、掲載企業（群）に株式の

50％以上を直接・間接に所有されている企業・組織を洗い出したものです。ユーザーは、取引先

などの調査対象をこのリストと照合することで、制裁リストに載っていない企業についても 50％

ルールへの該当を確認できます。さらに、該当企業が「どの制裁対象企業（群）に、どのような

資本関係の連鎖を通じて所有されているのか」という経路まで図として確認できるため、該当の

根拠を具体的に把握し、社内報告や取引判断に生かすことができます。これにより、制裁リスト

に載らない規制対象まで含め、取引先に潜む制裁・輸出管理上のリスクを把握することが可能に

なります。 

 

（２）サプライチェーンのデューデリジェンスを"やって終わり"にしない――リスク変化を定期

アラート 

デューデリジェンス実施時点では問題のなかった取引先が、制裁リストの更新や取引関係の変化

により、後に規制対象とのつながりを持つことがあります。調査は一度実施すれば終わりではな

く、その後の変化を捉え続けることが重要です。 

本機能は、サプライチェーンを構成する企業・組織の最新のリスク状況を、新たなデータや制裁

リストの更新を反映した上で毎月メール通知します。ユーザーは、調査対象と制裁リスト掲載エ

ンティティとの新たなつながりや関係の変化をタイムリーに把握し、追加確認や対応を迅速に行

うことができます。 

 

■今後の展望 

FRONTEO は今後もユーザーの声を製品開発に反映しながら「KIBIT Seizu Analysis」の機能強

化を継続し、企業・機関における経済安全保障対策とデューデリジェンス業務の高度化に貢献し

てまいります。 
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――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

＊1 OFAC 50％ルール：米国財務省外国資産管理室が 2014 年に公表した経済制裁ルール。制裁対象者が単独ま

たは複数で株式の 50％以上を所有する企業は、制裁リストに掲載されていなくても取引禁止・資産凍結などの制

裁対象として扱う。 

＊2 BIS 50％ルール：米国商務省産業安全保障局による輸出規制ルール。エンティティリスト掲載企業が株式の

50％以上を所有する企業などを、一定の条件下でリスト掲載企業と同様に輸出・再輸出・国内移転などの規制対

象とする。2025 年 9 月 29 日に発効し、2025 年 11 月 11 日に 1 年間の適用凍結が発表されている。凍結期間は

2026 年 11 月 9 日までとされ、同 11 月 10 日に再発効することが規則に定められている。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

■FRONTEO 経済安全保障事業について URL：https://osint.fronteo.com/ 

FRONTEO は、リスクマネジメント事業において、膨大な情報と見えないネットワークに潜むリス

クを可視化し、経済安全保障に関する事業・経営戦略の策定と推進を支援することを目的として、

経済安全保障分野の事業を展開しています。同事業では、経済安全保障対策 AI ソリューション

「KIBIT Seizu Analysis」「KIBIT Seizu Workflow」ならびに、これまで多くの企業を支援

してきた実績をもとに、企業が自社内で経済安全保障対応を自律的に運用できる「経済安全保障

室」の業務設計をサポートする「経済安全保障対策コンサルテーション」を提供しています。 

 

⚫ KIBIT Seizu Analysis 

自社開発の解析技術を搭載した、サプライチェーンや企業の実質株主による支配状態などのネッ

トワーク解析を行うシステムです。現在、下記の 3 つのソリューションを提供しています。 

1. サプライチェーン解析ソリューション 

サプライチェーンにおけるチョークポイント（戦略的に重要な地点）や懸念組織とのつ

ながりの可能性、依存度を把握する 

2. 株主支配ネットワーク解析ソリューション 

複雑なネットワーク上での株主間の影響力を、間接持株比率を補正した独自の手法によ

り解析し、隠れた支配力の伝搬を把握する 

3. 研究者ネットワーク解析ソリューション 

機微技術に関わる研究開発について、研究者の所属組織などに注目した人脈の分析と、

それに基づくリスクを把握する 

 

⚫ KIBIT Seizu Workflow 

研究者・研究プロジェクト情報の一元管理をはじめ、研究セキュリティ審査やデューデリジェン

ス、リスク評価、証跡管理、申請・承認ワークフロー、報告書作成まで、研究セキュリティに関

する業務プロセス全体を一元的に支援する業務アプリケーションです。研究セキュリティ業務の

効率化と透明性・トレーサビリティの向上を実現します。 

 

 

■株式会社 FRONTEO について URL：https://www.fronteo.com/ 

https://osint.fronteo.com/
https://www.fronteo.com/
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FRONTEO は、自社開発の方程式駆動型 AI「KIBIT（キビット）」の提供を通じて、日夜、社会

課題と向き合う各分野の専門家の判断を支援し、イノベーションの起点を創造しています。当社

独自の自然言語処理技術（日本・欧州・米国・韓国特許取得済）は、汎用型 AI とは異なり、教

師データの量およびコンピューティングパワーに依存することなく、高速かつ高精度での解析を

可能にします。加えて、解析した情報をマップ化（構造を可視化）する特許技術を活用すること

で、「KIBIT」が専門家のインサイトにダイレクトに働きかけることができ、近年、「KIBIT」の

技術が創薬の仮説生成や標的分子探索にも活かされています。 

 

「KIBIT」の独自技術およびアプローチを通じて、「集合知

に埋もれたリスクとチャンスを見逃さないソリューション

を提供し、情報社会のフェアネスを実現する」理念の実現

に向けて、ライフサイエンス AI、リスクマネジメント（経

済安全保障分野、ビジネスインテリジェンス・コンプライ

アンス支援分野、ビジネスインテリジェンス・プロフェッ

ショナル支援分野、リーガルテック AI 分野）、DX（株式

会社アルネッツ）の各事業で社会実装を推進しています。 

 

2003 年 8 月創業、2007 年 6 月 26 日東証マザーズ（現：東証グロース）上場。日本、米国、

韓国で事業を展開。資本金 915,057 千円（2026 年 3 月 31 日時点）。 

※FRONTEO、KIBIT、Seizu Analysis は FRONTEO の日本および欧州、米国、韓国における商標また

は登録商標です。 

 

 

 

 

＜報道関係者のお問い合わせ先＞ 
株式会社 FRONTEO 広報担当 

Email：pr_contact@fronteo.com  電話：080-4321-6692 

＜経済安全保障事業・AI ソリューションに関するお問い合わせ先＞ 
株式会社 FRONTEO 経済安全保障統括部 

https://www.fronteo.com/ja/contact/business 

https://lifescience.fronteo.com/
https://osint.fronteo.com/
https://osint.fronteo.com/
https://kibit.fronteo.com/
https://kibit.fronteo.com/
https://kibit.fronteo.com/
https://kibit.fronteo.com/
https://legal.fronteo.com/
https://alnetz.co.jp/
https://alnetz.co.jp/
mailto:pr_contact@fronteo.com

